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2022年８月 15日 

各 位 

会 社 名 株式会社ソフィアホールディングス 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長  飯 塚 秀 毅 

     （ コード番号  6 9 4 2  東証スタンダード ） 

問い合わせ先 取締役 兼 経営企画室長 中島由彦 

（ TEL : 045-548-6205 ） 

 

有価証券報告書等に係る監査報告書の限定付適正意見に関するお知らせ 

 

当社は、第 43期（2018年３月期）から第 47期（2022年３月期）第３四半期までの訂正後の連結財務諸表及

び第 47期（2022年３月期）から第 48期（2023年３月期）第１四半期までに連結財務諸表において、限定付

適正意見又は限定付結論のついた独立監査人の監査報告書及び四半期レビュー報告書をそれぞれ 2022

年８月 15日に受領しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 監査及びレビューを実際した監査法人の名称 

監査法人アヴァンティア 

 

２． 監査報告書及び四半期レビュー報告書の内容 

（１）第 43期（2018年３月期）有価証券報告書の訂正報告書に係る監査報告書 

受領した第 43 期（2018 年３月期）の連結財務諸表に係る監査報告書の限定付適正意見の根拠は以下

（原文抜粋）のとおりです。 

「追加情報」に記載されているとおり、会社は、2022 年６月８日に、連結子会社であるソフィアデジタル株

式会社（以下「SDI」という。）の役員２名が組織犯罪処罰法違反（組織的詐欺）などの疑いで逮捕されたこと

を受け、2022 年６月 17 日に、外部の弁護士及び公認会計士からなる独立調査委員会を設置し、事実関

係の調査等を進めてきた。報道によれば、逮捕容疑は、かけ放題プランを利用した「機械呼」によるアクセ

スチャージを、キャリア、SDI、代理店で分配していたとするものであり、仮にこのような「機械呼」が認定され

た場合には、当該取引により得た利益の返還の要否が会計上の論点になると考えられた。しかし、2022 年

８月 12 日に、独立調査委員会から答申書を受領し、SDI の着信課金サービス事業において、実際に架電

があり通信接続の事実がキャリア及び代理店ともに否定されておらず、かつ既に対価を受領していることに

加え、キャリアと SDI との法律関係においても対価の返還義務が特段認められないと認定されたことを踏ま

え、会社は、当該事業に係る利益については過年度に遡って取り消す必要はないと判断している。一方で、

通話記録のデータ分析の結果、長時間通話や多頻度通話、連続した発信番号からの通話といった異常と

もいえる極端な傾向を持つデータが多く検出されている。会社は、異常なデータは検出されているものの、

「機械呼」と断定するまでには至っておらず、また、具体的に取り消すべき売上高及び売上原価の金額が

算定できないことから、連結損益計算書について特段の修正は行っていないが、連結損益計算書におけ
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る売上高 3,810 百万円及び売上原価 2,729 百万円を構成する着信課金サービス事業の売上高 2,201 百

万円及び売上原価 1,650 百万円には、上記のような正常ではない取引に基づくものが含まれている可能

性がある旨の注記を行っている。 

当監査法人においても、独立調査委員会の答申書の閲覧、契約内容及び判例に関する法的側面から

の検討、通話記録のデータ分析の再実施、関係者へのヒアリング等を実施し、SDI の着信課金サービス事

業の利益を過年度に遡って取り消す必要はないとした会社の論拠を確認した。しかし、いわゆる「通信の

秘密」の制約もあり、キャリア及び代理店から入手できるデータや情報にも限りがあること、最も事情を知る

SDI の役員が勾留中であり、直接のヒアリングができていないこと、そのような事情も相俟って異常なデータ

を検出したとしても、「機械呼」と断定することが困難であることから、着信課金サービス事業の収益及び費

用の表示の妥当性、すなわち、正常な企業活動における稼得収益及び費用の範疇として、収益及び費用

を売上高及び売上原価に表示し、もって営業損益計算に含めることの妥当性について、十分かつ適切な

監査証拠を入手することができなかった。 

したがって、当監査法人は、連結損益計算書の売上高及び売上原価を構成する着信課金サービス事

業の売上高及び売上原価の表示に修正が必要となるかどうかについて判断することができなかった。この

影響は、着信課金サービス事業の売上高及び売上原価並びにこれらに付随する項目に限定されており、

当該影響を除外すれば、連結財務諸表は、株式会社ソフィアホールディングス及び連結子会社の 2018年

３月 31 日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況を、全ての重要な点において適正に表示している。したがって、連結財務諸表に及ぼす可能性の

ある影響は重要であるが広範ではない。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に

おける職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのそ

の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、限定付適正意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手したと判断している。 

 

（２）第 44期（2019年３月期）有価証券報告書の訂正報告書に係る監査報告書 

受領した第 44 期（2019 年３月期）の連結財務諸表に係る監査報告書の限定付適正意見の根拠は以下

（原文抜粋）のとおりです。 

「追加情報」に記載されているとおり、会社は、2022 年６月８日に、連結子会社であるソフィアデジタル株

式会社（以下「SDI」という。）の役員２名が組織犯罪処罰法違反（組織的詐欺）などの疑いで逮捕されたこと

を受け、2022 年６月 17 日に、外部の弁護士及び公認会計士からなる独立調査委員会を設置し、事実関

係の調査等を進めてきた。報道によれば、逮捕容疑は、かけ放題プランを利用した「機械呼」によるアクセ

スチャージを、キャリア、SDI、代理店で分配していたとするものであり、仮にこのような「機械呼」が認定され

た場合には、当該取引により得た利益の返還の要否が会計上の論点になると考えられた。しかし、2022 年

８月 12 日に、独立調査委員会から答申書を受領し、SDI の着信課金サービス事業において、実際に架電

があり通信接続の事実がキャリア及び代理店ともに否定されておらず、かつ既に対価を受領していることに

加え、キャリアと SDI との法律関係においても対価の返還義務が特段認められないと認定されたことを踏ま

え、会社は、当該事業に係る利益については過年度に遡って取り消す必要はないと判断している。一方で、
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通話記録のデータ分析の結果、長時間通話や多頻度通話、連続した発信番号からの通話といった異常と

もいえる極端な傾向を持つデータが多く検出されている。会社は、異常なデータは検出されているものの、

「機械呼」と断定するまでには至っておらず、また、具体的に取り消すべき売上高及び売上原価の金額が

算定できないことから、連結損益計算書について特段の修正は行っていないが、連結損益計算書におけ

る売上高 4,535 百万円及び売上原価 3,188 百万円を構成する着信課金サービス事業の売上高 2,304 百

万円及び売上原価 1,755 百万円には、上記のような正常ではない取引に基づくものが含まれている可能

性がある旨の注記を行っている。 

当監査法人においても、独立調査委員会の答申書の閲覧、契約内容及び判例に関する法的側面から

の検討、通話記録のデータ分析の再実施、関係者へのヒアリング等を実施し、SDI の着信課金サービス事

業の利益を過年度に遡って取り消す必要はないとした会社の論拠を確認した。しかし、いわゆる「通信の

秘密」の制約もあり、キャリア及び代理店から入手できるデータや情報にも限りがあること、最も事情を知る

SDI の役員が勾留中であり、直接のヒアリングができていないこと、そのような事情も相俟って異常なデータ

を検出したとしても、「機械呼」と断定することが困難であることから、着信課金サービス事業の収益及び費

用の表示の妥当性、すなわち、正常な企業活動における稼得収益及び費用の範疇として、収益及び費用

を売上高及び売上原価に表示し、もって営業損益計算に含めることの妥当性について、十分かつ適切な

監査証拠を入手することができなかった。 

したがって、当監査法人は、連結損益計算書の売上高及び売上原価を構成する着信課金サービス事

業の売上高及び売上原価の表示に修正が必要となるかどうかについて判断することができなかった。この

影響は、着信課金サービス事業の売上高及び売上原価並びにこれらに付随する項目に限定されており、

当該影響を除外すれば、連結財務諸表は、株式会社ソフィアホールディングス及び連結子会社の 2019年

３月 31 日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況を、全ての重要な点において適正に表示している。したがって、連結財務諸表に及ぼす可能性の

ある影響は重要であるが広範ではない。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に

おける職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのそ

の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、限定付適正意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手したと判断している。 

 

（３）第 4５期（2020年３月期）第２四半期報告書の訂正報告書に係る四半期レビュー報告書 

受領した第 45期（2020年３月期）第２四半期の連結財務諸表に係る四半期レビュー報告書の限定付結

論の根拠は以下（原文抜粋）のとおりです。 

「追加情報」に記載されているとおり、会社は、2022 年６月８日に、連結子会社であるソフィアデジタル株

式会社（以下「SDI」という。）の役員２名が組織犯罪処罰法違反（組織的詐欺）などの疑いで逮捕されたこと

を受け、2022 年６月 17 日に、外部の弁護士及び公認会計士からなる独立調査委員会を設置し、事実関

係の調査等を進めてきた。報道によれば、逮捕容疑は、かけ放題プランを利用した「機械呼」によるアクセ

スチャージを、キャリア、SDI、代理店で分配していたとするものであり、仮にこのような「機械呼」が認定され

た場合には、当該取引により得た利益の返還の要否が会計上の論点になると考えられた。しかし、2022 年
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８月 12 日に、独立調査委員会から答申書を受領し、SDI の着信課金サービス事業において、実際に架電

があり通信接続の事実がキャリア及び代理店ともに否定されておらず、かつ既に対価を受領していることに

加え、キャリアと SDI との法律関係においても対価の返還義務が特段認められないと認定されたことを踏ま

え、会社は、当該事業に係る利益については過年度に遡って取り消す必要はないと判断している。一方で、

通話記録のデータ分析の結果、長時間通話や多頻度通話、連続した発信番号からの通話といった異常と

もいえる極端な傾向を持つデータが多く検出されている。会社は、異常なデータは検出されているものの、

「機械呼」と断定するまでには至っておらず、また、具体的に取り消すべき売上高及び売上原価の金額が

算定できないことから、四半期連結損益計算書について特段の修正は行っていないが、四半期連結損益

計算書における売上高 4,285 百万円及び売上原価 2,804 百万円を構成する着信課金サービス事業の売

上高 1,341 百万円及び売上原価 1,044 百万円には、上記のような正常ではない取引に基づくものが含ま

れている可能性がある旨の注記を行っている。 

当監査法人においても、独立調査委員会の答申書の閲覧、契約内容及び判例に関する法的側面から

の検討、通話記録のデータ分析の再実施、関係者へのヒアリング等を実施し、SDI の着信課金サービス事

業の利益を過年度に遡って取り消す必要はないとした会社の論拠を確認した。しかし、いわゆる「通信の

秘密」の制約もあり、キャリア及び代理店から入手できるデータや情報にも限りがあること、最も事情を知る

SDIの役員が勾留中であり、直接のヒアリングができていないこと、そのような事情も相俟って異常なデータ

を検出したとしても、「機械呼」と断定することが困難であることから、着信課金サービス事業の収益及び費

用の表示の妥当性、すなわち、正常な企業活動における稼得収益及び費用の範疇として、収益及び費

用を売上高及び売上原価に表示し、もって営業損益計算に含めることの妥当性について、結論の表明の

基礎となる証拠を入手することができなかった。 

したがって、当監査法人は、四半期連結損益計算書の売上高及び売上原価を構成する着信課金サ

ービス事業の売上高及び売上原価の表示に修正が必要となるかどうかについて判断することができなかっ

た。この影響は、着信課金サービス事業の売上高及び売上原価並びにこれらに付随する項目に限定され

ており、当該影響を除外すれば、四半期連結財務諸表は、株式会社ソフィアホールディングス及び連結子

会社の 2019 年９月 30 日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況を、適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において

認められなかった。したがって、四半期連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響は重要であるが広範で

はない。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「監査人の責任」に記載されて

いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、限定付結論の表明

の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

（４）第 4５期（2020年３月期）第３四半期報告書の訂正報告書に係る四半期レビュー報告書 

受領した第 45期（2020年３月期）第３四半期の連結財務諸表に係る四半期レビュー報告書の限定付結

論の根拠は以下（原文抜粋）のとおりです。 

「追加情報」に記載されているとおり、会社は、2022 年６月８日に、連結子会社であるソフィアデジタル株
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式会社（以下「SDI」という。）の役員２名が組織犯罪処罰法違反（組織的詐欺）などの疑いで逮捕されたこと

を受け、2022 年６月 17 日に、外部の弁護士及び公認会計士からなる独立調査委員会を設置し、事実関

係の調査等を進めてきた。報道によれば、逮捕容疑は、かけ放題プランを利用した「機械呼」によるアクセ

スチャージを、キャリア、SDI、代理店で分配していたとするものであり、仮にこのような「機械呼」が認定され

た場合には、当該取引により得た利益の返還の要否が会計上の論点になると考えられた。しかし、2022 年

８月 12 日に、独立調査委員会から答申書を受領し、SDI の着信課金サービス事業において、実際に架電

があり通信接続の事実がキャリア及び代理店ともに否定されておらず、かつ既に対価を受領していることに

加え、キャリアと SDI との法律関係においても対価の返還義務が特段認められないと認定されたことを踏ま

え、会社は、当該事業に係る利益については過年度に遡って取り消す必要はないと判断している。一方で、

通話記録のデータ分析の結果、長時間通話や多頻度通話、連続した発信番号からの通話といった異常と

もいえる極端な傾向を持つデータが多く検出されている。会社は、異常なデータは検出されているものの、

「機械呼」と断定するまでには至っておらず、また、具体的に取り消すべき売上高及び売上原価の金額が

算定できないことから、四半期連結損益計算書について特段の修正は行っていないが、四半期連結損益

計算書における売上高 7,051 百万円及び売上原価 4,713 百万円を構成する着信課金サービス事業の売

上高 2,074 百万円及び売上原価 1,618 百万円には、上記のような正常ではない取引に基づくものが含ま

れている可能性がある旨の注記を行っている。 

当監査法人においても、独立調査委員会の答申書の閲覧、契約内容及び判例に関する法的側面から

の検討、通話記録のデータ分析の再実施、関係者へのヒアリング等を実施し、SDI の着信課金サービス事

業の利益を過年度に遡って取り消す必要はないとした会社の論拠を確認した。しかし、いわゆる「通信の

秘密」の制約もあり、キャリア及び代理店から入手できるデータや情報にも限りがあること、最も事情を知る

SDIの役員が勾留中であり、直接のヒアリングができていないこと、そのような事情も相俟って異常なデータ

を検出したとしても、「機械呼」と断定することが困難であることから、着信課金サービス事業の収益及び費

用の表示の妥当性、すなわち、正常な企業活動における稼得収益及び費用の範疇として、収益及び費

用を売上高及び売上原価に表示し、もって営業損益計算に含めることの妥当性について、結論の表明の

基礎となる証拠を入手することができなかった。 

したがって、当監査法人は、四半期連結損益計算書の売上高及び売上原価を構成する着信課金サー

ビス事業の売上高及び売上原価の表示に修正が必要となるかどうかについて判断することができなかった。

この影響は、着信課金サービス事業の売上高及び売上原価並びにこれらに付随する項目に限定されてお

り、当該影響を除外すれば、四半期連結財務諸表は、株式会社ソフィアホールディングス及び連結子会社

の 2019 年 12 月 31 日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績

を、適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。したがって、四

半期連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響は重要であるが広範ではない。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「監査人の責任」に記載されて

いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、限定付結論の表明

の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
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（５）第 4５期（2020年３月期）有価証券報告書の訂正報告書に係る監査報告書 

受領した第 45期（2020 年３月期）の連結財務諸表に係る監査報告書の限定付適正意見の根拠は以下

（原文抜粋）のとおりです 

「追加情報」に記載されているとおり、会社は、2022 年６月８日に、連結子会社であるソフィアデジタル株

式会社（以下「SDI」という。）の役員２名が組織犯罪処罰法違反（組織的詐欺）などの疑いで逮捕されたこと

を受け、2022 年６月 17 日に、外部の弁護士及び公認会計士からなる独立調査委員会を設置し、事実関

係の調査等を進めてきた。報道によれば、逮捕容疑は、かけ放題プランを利用した「機械呼」によるアクセ

スチャージを、キャリア、SDI、代理店で分配していたとするものであり、仮にこのような「機械呼」が認定され

た場合には、当該取引により得た利益の返還の要否が会計上の論点になると考えられた。しかし、2022 年

８月 12 日に、独立調査委員会から答申書を受領し、SDI の着信課金サービス事業において、実際に架電

があり通信接続の事実がキャリア及び代理店ともに否定されておらず、かつ既に対価を受領していることに

加え、キャリアと SDI との法律関係においても対価の返還義務が特段認められないと認定されたことを踏ま

え、会社は、当該事業に係る利益については過年度に遡って取り消す必要はないと判断している。一方で、

通話記録のデータ分析の結果、長時間通話や多頻度通話、連続した発信番号からの通話といった異常と

もいえる極端な傾向を持つデータが多く検出されている。会社は、異常なデータは検出されているものの、

「機械呼」と断定するまでには至っておらず、また、具体的に取り消すべき売上高及び売上原価の金額が

算定できないことから、連結損益計算書について特段の修正は行っていないが、連結損益計算書におけ

る売上高 9,846 百万円及び売上原価 6,453 百万円を構成する着信課金サービス事業の売上高 2,843 百

万円及び売上原価 2,222 百万円には、上記のような正常ではない取引に基づくものが含まれている可能

性がある旨の注記を行っている。 

当監査法人においても、独立調査委員会の答申書の閲覧、契約内容及び判例に関する法的側面から

の検討、通話記録のデータ分析の再実施、関係者へのヒアリング等を実施し、SDI の着信課金サービス事

業の利益を過年度に遡って取り消す必要はないとした会社の論拠を確認した。しかし、いわゆる「通信の

秘密」の制約もあり、キャリア及び代理店から入手できるデータや情報にも限りがあること、最も事情を知る

SDIの役員が勾留中であり、直接のヒアリングができていないこと、そのような事情も相俟って異常なデータ

を検出したとしても、「機械呼」と断定することが困難であることから、着信課金サービス事業の収益及び費

用の表示の妥当性、すなわち、正常な企業活動における稼得収益及び費用の範疇として、収益及び費

用を売上高及び売上原価に表示し、もって営業損益計算に含めることの妥当性について、十分かつ適切

な監査証拠を入手することができなかった。 

したがって、当監査法人は、連結損益計算書の売上高及び売上原価を構成する着信課金サービス事

業の売上高及び売上原価の表示に修正が必要となるかどうかについて判断することができなかった。この

影響は、着信課金サービス事業の売上高及び売上原価並びにこれらに付随する項目に限定されており、

当該影響を除外すれば、連結財務諸表は、株式会社ソフィアホールディングス及び連結子会社の 2020

年３月 31 日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況を、全ての重要な点において適正に表示している。したがって、連結財務諸表に及ぼす可能性

のある影響は重要であるが広範ではない。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。
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当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、限定付適正意見表明の基

礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

（６）第 4６期（2021年３月期）第 1四半期報告書の訂正報告書に係る四半期レビュー報告書 

受領した第 46 期（2021 年３月期）第 1 四半期の連結財務諸表に係る四半期レビュー報告書の限定付

結論の根拠は以下（原文抜粋）のとおりです。 

「追加情報」に記載されているとおり、会社は、2022 年６月８日に、連結子会社であるソフィアデジタル株

式会社（以下「SDI」という。）の役員２名が組織犯罪処罰法違反（組織的詐欺）などの疑いで逮捕されたこ

とを受け、2022 年６月 17 日に、外部の弁護士及び公認会計士からなる独立調査委員会を設置し、事実

関係の調査等を進めてきた。報道によれば、逮捕容疑は、かけ放題プランを利用した「機械呼」によるアク

セスチャージを、キャリア、SDI、代理店で分配していたとするものであり、仮にこのような「機械呼」が認定さ

れた場合には、当該取引により得た利益の返還の要否が会計上の論点になると考えられた。しかし、2022

年８月 12日に、独立調査委員会から答申書を受領し、SDIの着信課金サービス事業において、実際に架

電があり通信接続の事実がキャリア及び代理店ともに否定されておらず、かつ既に対価を受領しているこ

とに加え、キャリアと SDI との法律関係においても対価の返還義務が特段認められないと認定されたことを

踏まえ、会社は、当該事業に係る利益については過年度に遡って取り消す必要はないと判断している。一

方で、通話記録のデータ分析の結果、長時間通話や多頻度通話、連続した発信番号からの通話といった

異常ともいえる極端な傾向を持つデータが多く検出されている。会社は、異常なデータは検出されている

ものの、「機械呼」と断定するまでには至っておらず、また、具体的に取り消すべき売上高及び売上原価の

金額が算定できないことから、四半期連結損益計算書について特段の修正は行っていないが、四半期連

結損益計算書における売上高 2,694百万円及び売上原価 1,818百万円を構成する着信課金サービス事

業の売上高 719 百万円及び売上原価 566 百万円には、上記のような正常ではない取引に基づくものが

含まれている可能性がある旨の注記を行っている。 

当監査法人においても、独立調査委員会の答申書の閲覧、契約内容及び判例に関する法的側面から

の検討、通話記録のデータ分析の再実施、関係者へのヒアリング等を実施し、SDI の着信課金サービス事

業の利益を過年度に遡って取り消す必要はないとした会社の論拠を確認した。しかし、いわゆる「通信の

秘密」の制約もあり、キャリア及び代理店から入手できるデータや情報にも限りがあること、最も事情を知る

SDIの役員が勾留中であり、直接のヒアリングができていないこと、そのような事情も相俟って異常なデータ

を検出したとしても、「機械呼」と断定することが困難であることから、着信課金サービス事業の収益及び費

用の表示の妥当性、すなわち、正常な企業活動における稼得収益及び費用の範疇として、収益及び費

用を売上高及び売上原価に表示し、もって営業損益計算に含めることの妥当性について、結論の表明の

基礎となる証拠を入手することができなかった。 

したがって、当監査法人は、四半期連結損益計算書の売上高及び売上原価を構成する着信課金サー

ビス事業の売上高及び売上原価の表示に修正が必要となるかどうかについて判断することができなかっ

た。この影響は、着信課金サービス事業の売上高及び売上原価並びにこれらに付随する項目に限定され

ており、当該影響を除外すれば、四半期連結財務諸表は、株式会社ソフィアホールディングス及び連結

子会社の 2020 年６月 30 日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営
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成績を、適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。したがっ

て、四半期連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響は重要であるが広範ではない。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半

期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を

果たしている。当監査法人は、限定付結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

（７）第 46期（2021年３月期）第 2四半期報告書の訂正報告書に係る四半期レビュー報告書 

受領した第 46 期（2021 年３月期）第 2 四半期の連結財務諸表に係る四半期レビュー報告書の限定付

結論の根拠は以下（原文抜粋）のとおりです。 

「追加情報」に記載されているとおり、会社は、2022 年６月８日に、連結子会社であるソフィアデジタル株

式会社（以下「SDI」という。）の役員２名が組織犯罪処罰法違反（組織的詐欺）などの疑いで逮捕されたこ

とを受け、2022 年６月 17 日に、外部の弁護士及び公認会計士からなる独立調査委員会を設置し、事実

関係の調査等を進めてきた。報道によれば、逮捕容疑は、かけ放題プランを利用した「機械呼」によるアク

セスチャージを、キャリア、SDI、代理店で分配していたとするものであり、仮にこのような「機械呼」が認定さ

れた場合には、当該取引により得た利益の返還の要否が会計上の論点になると考えられた。しかし、2022

年８月 12日に、独立調査委員会から答申書を受領し、SDIの着信課金サービス事業において、実際に架

電があり通信接続の事実がキャリア及び代理店ともに否定されておらず、かつ既に対価を受領しているこ

とに加え、キャリアと SDI との法律関係においても対価の返還義務が特段認められないと認定されたことを

踏まえ、会社は、当該事業に係る利益については過年度に遡って取り消す必要はないと判断している。一

方で、通話記録のデータ分析の結果、長時間通話や多頻度通話、連続した発信番号からの通話といった

異常ともいえる極端な傾向を持つデータが多く検出されている。会社は、異常なデータは検出されている

ものの、「機械呼」と断定するまでには至っておらず、また、具体的に取り消すべき売上高及び売上原価の

金額が算定できないことから、四半期連結損益計算書について特段の修正は行っていないが、四半期連

結損益計算書における売上高 5,472百万円及び売上原価 3,666百万円を構成する着信課金サービス事

業の売上高 1,488 百万円及び売上原価 1,170 百万円には、上記のような正常ではない取引に基づくもの

が含まれている可能性がある旨の注記を行っている。 

当監査法人においても、独立調査委員会の答申書の閲覧、契約内容及び判例に関する法的側面から

の検討、通話記録のデータ分析の再実施、関係者へのヒアリング等を実施し、SDI の着信課金サービス事

業の利益を過年度に遡って取り消す必要はないとした会社の論拠を確認した。しかし、いわゆる「通信の

秘密」の制約もあり、キャリア及び代理店から入手できるデータや情報にも限りがあること、最も事情を知る

SDIの役員が勾留中であり、直接のヒアリングができていないこと、そのような事情も相俟って異常なデータ

を検出したとしても、「機械呼」と断定することが困難であることから、着信課金サービス事業の収益及び費

用の表示の妥当性、すなわち、正常な企業活動における稼得収益及び費用の範疇として、収益及び費

用を売上高及び売上原価に表示し、もって営業損益計算に含めることの妥当性について、結論の表明の

基礎となる証拠を入手することができなかった。 

したがって、当監査法人は、四半期連結損益計算書の売上高及び売上原価を構成する着信課金サー
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ビス事業の売上高及び売上原価の表示に修正が必要となるかどうかについて判断することができなかっ

た。この影響は、着信課金サービス事業の売上高及び売上原価並びにこれらに付随する項目に限定され

ており、当該影響を除外すれば、四半期連結財務諸表は、株式会社ソフィアホールディングス及び連結

子会社の 2020 年９月 30 日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況を、適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点にお

いて認められなかった。したがって、四半期連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響は重要であるが広

範ではない。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半

期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を

果たしている。当監査法人は、限定付結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。  

 

（８）第 46期（2021年３月期）第 3四半期報告書の訂正報告書に係る四半期レビュー報告書 

受領した第 46期（2021年３月期）第３四半期の連結財務諸表に係る四半期レビュー報告書の限定付結

論の根拠は以下（原文抜粋）のとおりです。 

「追加情報」に記載されているとおり、会社は、2022 年６月８日に、連結子会社であるソフィアデジタル株

式会社（以下「SDI」という。）の役員２名が組織犯罪処罰法違反（組織的詐欺）などの疑いで逮捕されたこ

とを受け、2022 年６月 17 日に、外部の弁護士及び公認会計士からなる独立調査委員会を設置し、事実

関係の調査等を進めてきた。報道によれば、逮捕容疑は、かけ放題プランを利用した「機械呼」によるアク

セスチャージを、キャリア、SDI、代理店で分配していたとするものであり、仮にこのような「機械呼」が認定さ

れた場合には、当該取引により得た利益の返還の要否が会計上の論点になると考えられた。しかし、2022

年８月 12日に、独立調査委員会から答申書を受領し、SDIの着信課金サービス事業において、実際に架

電があり通信接続の事実がキャリア及び代理店ともに否定されておらず、かつ既に対価を受領しているこ

とに加え、キャリアと SDI との法律関係においても対価の返還義務が特段認められないと認定されたことを

踏まえ、会社は、当該事業に係る利益については過年度に遡って取り消す必要はないと判断している。一

方で、通話記録のデータ分析の結果、長時間通話や多頻度通話、連続した発信番号からの通話といった

異常ともいえる極端な傾向を持つデータが多く検出されている。会社は、異常なデータは検出されている

ものの、「機械呼」と断定するまでには至っておらず、また、具体的に取り消すべき売上高及び売上原価の

金額が算定できないことから、四半期連結損益計算書について特段の修正は行っていないが、四半期連

結損益計算書における売上高 8,423百万円及び売上原価 5,604百万円を構成する着信課金サービス事

業の売上高 2,272 百万円及び売上原価 1,785 百万円には、上記のような正常ではない取引に基づくもの

が含まれている可能性がある旨の注記を行っている。 

当監査法人においても、独立調査委員会の答申書の閲覧、契約内容及び判例に関する法的側面から

の検討、通話記録のデータ分析の再実施、関係者へのヒアリング等を実施し、SDI の着信課金サービス事

業の利益を過年度に遡って取り消す必要はないとした会社の論拠を確認した。しかし、いわゆる「通信の

秘密」の制約もあり、キャリア及び代理店から入手できるデータや情報にも限りがあること、最も事情を知る

SDIの役員が勾留中であり、直接のヒアリングができていないこと、そのような事情も相俟って異常なデータ
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を検出したとしても、「機械呼」と断定することが困難であることから、着信課金サービス事業の収益及び費

用の表示の妥当性、すなわち、正常な企業活動における稼得収益及び費用の範疇として、収益及び費

用を売上高及び売上原価に表示し、もって営業損益計算に含めることの妥当性について、結論の表明の

基礎となる証拠を入手することができなかった。 

したがって、当監査法人は、四半期連結損益計算書の売上高及び売上原価を構成する着信課金サー

ビス事業の売上高及び売上原価の表示に修正が必要となるかどうかについて判断することができなかっ

た。この影響は、着信課金サービス事業の売上高及び売上原価並びにこれらに付随する項目に限定され

ており、当該影響を除外すれば、四半期連結財務諸表は、株式会社ソフィアホールディングス及び連結

子会社の 2020 年 12 月 31 日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経

営成績を、適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。したが

って、四半期連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響は重要であるが広範ではない。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半

期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を

果たしている。当監査法人は、限定付結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

（９）第 46期（202１年３月期）有価証券報告書の訂正報告書に係る監査報告書 

受領した第 4６期（2021 年３月期）の連結財務諸表に係る監査報告書の限定付適正意見の根拠は以下

（原文抜粋）のとおりです 

「追加情報」に記載されているとおり、会社は、2022 年６月８日に、連結子会社であるソフィアデジタル株

式会社（以下「SDI」という。）の役員２名が組織犯罪処罰法違反（組織的詐欺）などの疑いで逮捕されたこ

とを受け、2022 年６月 17 日に、外部の弁護士及び公認会計士からなる独立調査委員会を設置し、事実

関係の調査等を進めてきた。報道によれば、逮捕容疑は、かけ放題プランを利用した「機械呼」によるアク

セスチャージを、キャリア、SDI、代理店で分配していたとするものであり、仮にこのような「機械呼」が認定さ

れた場合には、当該取引により得た利益の返還の要否が会計上の論点になると考えられた。しかし、2022

年８月 12日に、独立調査委員会から答申書を受領し、SDIの着信課金サービス事業において、実際に架

電があり通信接続の事実がキャリア及び代理店ともに否定されておらず、かつ既に対価を受領しているこ

とに加え、キャリアと SDI との法律関係においても対価の返還義務が特段認められないと認定されたことを

踏まえ、会社は、当該事業に係る利益については過年度に遡って取り消す必要はないと判断している。一

方で、通話記録のデータ分析の結果、長時間通話や多頻度通話、連続した発信番号からの通話といった

異常ともいえる極端な傾向を持つデータが多く検出されている。会社は、異常なデータは検出されている

ものの、「機械呼」と断定するまでには至っておらず、また、具体的に取り消すべき売上高及び売上原価の

金額が算定できないことから、連結損益計算書について特段の修正は行っていないが、連結損益計算書

における売上高 11,384 百万円及び売上原価 7,571 百万円を構成する着信課金サービス事業の売上高

3,113 百万円及び売上原価 2,447 百万円には、上記のような正常ではない取引に基づくものが含まれて

いる可能性がある旨の注記を行っている。 

当監査法人においても、独立調査委員会の答申書の閲覧、契約内容及び判例に関する法的側面から
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の検討、通話記録のデータ分析の再実施、関係者へのヒアリング等を実施し、SDI の着信課金サービス事

業の利益を過年度に遡って取り消す必要はないとした会社の論拠を確認した。しかし、いわゆる「通信の

秘密」の制約もあり、キャリア及び代理店から入手できるデータや情報にも限りがあること、最も事情を知る

SDIの役員が勾留中であり、直接のヒアリングができていないこと、そのような事情も相俟って異常なデータ

を検出したとしても、「機械呼」と断定することが困難であることから、着信課金サービス事業の収益及び費

用の表示の妥当性、すなわち、正常な企業活動における稼得収益及び費用の範疇として、収益及び費

用を売上高及び売上原価に表示し、もって営業損益計算に含めることの妥当性について、十分かつ適切

な監査証拠を入手することができなかった。 

したがって、当監査法人は、連結損益計算書の売上高及び売上原価を構成する着信課金サービス事

業の売上高及び売上原価の表示に修正が必要となるかどうかについて判断することができなかった。この

影響は、着信課金サービス事業の売上高及び売上原価並びにこれらに付随する項目に限定されており、

当該影響を除外すれば、連結財務諸表は、株式会社ソフィアホールディングス及び連結子会社の 2021

年３月 31 日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況を、全ての重要な点において適正に表示している。したがって、連結財務諸表に及ぼす可能性

のある影響は重要であるが広範ではない。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。

当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、限定付適正意見表明の基

礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

（10）第 4７期（202２年３月期）第１四半期報告書の訂正報告書に係る四半期レビュー報告書 

受領した第 4７期（2022年３月期）第１四半期の連結財務諸表に係る四半期レビュー報告書の限定付結

論の根拠は以下（原文抜粋）のとおりです。 

「追加情報」に記載されているとおり、会社は、2022 年６月８日に、連結子会社であるソフィアデジタル株

式会社（以下「SDI」という。）の役員２名が組織犯罪処罰法違反（組織的詐欺）などの疑いで逮捕されたこ

とを受け、2022 年６月 17 日に、外部の弁護士及び公認会計士からなる独立調査委員会を設置し、事実

関係の調査等を進めてきた。報道によれば、逮捕容疑は、かけ放題プランを利用した「機械呼」によるアク

セスチャージを、キャリア、SDI、代理店で分配していたとするものであり、仮にこのような「機械呼」が認定さ

れた場合には、当該取引により得た利益の返還の要否が会計上の論点になると考えられた。しかし、2022

年８月 12日に、独立調査委員会から答申書を受領し、SDIの着信課金サービス事業において、実際に架

電があり通信接続の事実がキャリア及び代理店ともに否定されておらず、かつ既に対価を受領しているこ

とに加え、キャリアと SDI との法律関係においても対価の返還義務が特段認められないと認定されたことを

踏まえ、会社は、当該事業に係る利益については過年度に遡って取り消す必要はないと判断している。一

方で、通話記録のデータ分析の結果、長時間通話や多頻度通話、連続した発信番号からの通話といった

異常ともいえる極端な傾向を持つデータが多く検出されている。会社は、異常なデータは検出されている

ものの、「機械呼」と断定するまでには至っておらず、また、具体的に取り消すべき売上高及び売上原価の

金額が算定できないことから、四半期連結損益計算書について特段の修正は行っていないが、四半期連
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結損益計算書における売上高 2,921百万円及び売上原価 1,964百万円を構成する着信課金サービス事

業の売上高 862 百万円及び売上原価 678 百万円には、上記のような正常ではない取引に基づくものが

含まれている可能性がある旨の注記を行っている。 

当監査法人においても、独立調査委員会の答申書の閲覧、契約内容及び判例に関する法的側面から

の検討、通話記録のデータ分析の再実施、関係者へのヒアリング等を実施し、SDI の着信課金サービス事

業の利益を過年度に遡って取り消す必要はないとした会社の論拠を確認した。しかし、いわゆる「通信の

秘密」の制約もあり、キャリア及び代理店から入手できるデータや情報にも限りがあること、最も事情を知る

SDIの役員が勾留中であり、直接のヒアリングができていないこと、そのような事情も相俟って異常なデータ

を検出したとしても、「機械呼」と断定することが困難であることから、着信課金サービス事業の収益及び費

用の表示の妥当性、すなわち、正常な企業活動における稼得収益及び費用の範疇として、収益及び費

用を売上高及び売上原価に表示し、もって営業損益計算に含めることの妥当性について、結論の表明の

基礎となる証拠を入手することができなかった。 

したがって、当監査法人は、四半期連結損益計算書の売上高及び売上原価を構成する着信課金サー

ビス事業の売上高及び売上原価の表示に修正が必要となるかどうかについて判断することができなかっ

た。この影響は、着信課金サービス事業の売上高及び売上原価並びにこれらに付随する項目に限定され

ており、当該影響を除外すれば、四半期連結財務諸表は、株式会社ソフィアホールディングス及び連結

子会社の 2021 年６月 30 日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営

成績を、適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。したがっ

て、四半期連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響は重要であるが広範ではない。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半

期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を

果たしている。当監査法人は、限定付結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

（11）第 4７期（202２年３月期）第２四半期報告書の訂正報告書に係る四半期レビュー報告書 

受領した第 4７期（2022年３月期）第２四半期の連結財務諸表に係る四半期レビュー報告書の限定付結

論の根拠は以下（原文抜粋）のとおりです。 

「追加情報」に記載されているとおり、会社は、2022 年６月８日に、連結子会社であるソフィアデジタル株

式会社（以下「SDI」という。）の役員２名が組織犯罪処罰法違反（組織的詐欺）などの疑いで逮捕されたこ

とを受け、2022 年６月 17 日に、外部の弁護士及び公認会計士からなる独立調査委員会を設置し、事実

関係の調査等を進めてきた。報道によれば、逮捕容疑は、かけ放題プランを利用した「機械呼」によるアク

セスチャージを、キャリア、SDI、代理店で分配していたとするものであり、仮にこのような「機械呼」が認定さ

れた場合には、当該取引により得た利益の返還の要否が会計上の論点になると考えられた。しかし、2022

年８月 12 日に、独立調査委員会から答申書を受領し、SDIの着信課金サービス事業において、実際に架

電があり通信接続の事実がキャリア及び代理店ともに否定されておらず、かつ既に対価を受領しているこ

とに加え、キャリアと SDI との法律関係においても対価の返還義務が特段認められないと認定されたことを

踏まえ、会社は、当該事業に係る利益については過年度に遡って取り消す必要はないと判断している。一
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方で、通話記録のデータ分析の結果、長時間通話や多頻度通話、連続した発信番号からの通話といった

異常ともいえる極端な傾向を持つデータが多く検出されている。会社は、異常なデータは検出されている

ものの、「機械呼」と断定するまでには至っておらず、また、具体的に取り消すべき売上高及び売上原価の

金額が算定できないことから、四半期連結損益計算書について特段の修正は行っていないが、四半期連

結損益計算書における売上高 5,518百万円及び売上原価 3,613百万円を構成する着信課金サービス事

業の売上高 1,354百万円及び売上原価 1,056 百万円には、上記のような正常ではない取引に基づくもの

が含まれている可能性がある旨の注記を行っている。 

当監査法人においても、独立調査委員会の答申書の閲覧、契約内容及び判例に関する法的側面から

の検討、通話記録のデータ分析の再実施、関係者へのヒアリング等を実施し、SDI の着信課金サービス事

業の利益を過年度に遡って取り消す必要はないとした会社の論拠を確認した。しかし、いわゆる「通信の

秘密」の制約もあり、キャリア及び代理店から入手できるデータや情報にも限りがあること、最も事情を知る

SDIの役員が勾留中であり、直接のヒアリングができていないこと、そのような事情も相俟って異常なデータ

を検出したとしても、「機械呼」と断定することが困難であることから、着信課金サービス事業の収益及び費

用の表示の妥当性、すなわち、正常な企業活動における稼得収益及び費用の範疇として、収益及び費

用を売上高及び売上原価に表示し、もって営業損益計算に含めることの妥当性について、結論の表明の

基礎となる証拠を入手することができなかった。 

したがって、当監査法人は、四半期連結損益計算書の売上高及び売上原価を構成する着信課金サー

ビス事業の売上高及び売上原価の表示に修正が必要となるかどうかについて判断することができなかっ

た。この影響は、着信課金サービス事業の売上高及び売上原価並びにこれらに付随する項目に限定され

ており、当該影響を除外すれば、四半期連結財務諸表は、株式会社ソフィアホールディングス及び連結

子会社の 2021 年９月 30 日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況を、適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点にお

いて認められなかった。したがって、四半期連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響は重要であるが広

範ではない。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半

期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を

果たしている。当監査法人は、限定付結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

（12）第 4７期（202２年３月期）第３四半期報告書の訂正報告書に係る四半期レビュー報告書 

受領した第 4７期（2022年３月期）第３四半期の連結財務諸表に係る四半期レビュー報告書の限定付結

論の根拠は以下（原文抜粋）のとおりです。 

「追加情報」に記載されているとおり、会社は、2022 年６月８日に、連結子会社であるソフィアデジタル株

式会社（以下「SDI」という。）の役員２名が組織犯罪処罰法違反（組織的詐欺）などの疑いで逮捕されたこ

とを受け、2022 年６月 17 日に、外部の弁護士及び公認会計士からなる独立調査委員会を設置し、事実

関係の調査等を進めてきた。報道によれば、逮捕容疑は、かけ放題プランを利用した「機械呼」によるアク

セスチャージを、キャリア、SDI、代理店で分配していたとするものであり、仮にこのような「機械呼」が認定さ
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れた場合には、当該取引により得た利益の返還の要否が会計上の論点になると考えられた。しかし、2022

年８月 12日に、独立調査委員会から答申書を受領し、SDIの着信課金サービス事業において、実際に架

電があり通信接続の事実がキャリア及び代理店ともに否定されておらず、かつ既に対価を受領しているこ

とに加え、キャリアと SDI との法律関係においても対価の返還義務が特段認められないと認定されたことを

踏まえ、会社は、当該事業に係る利益については過年度に遡って取り消す必要はないと判断している。一

方で、通話記録のデータ分析の結果、長時間通話や多頻度通話、連続した発信番号からの通話といった

異常ともいえる極端な傾向を持つデータが多く検出されている。会社は、異常なデータは検出されている

ものの、「機械呼」と断定するまでには至っておらず、また、具体的に取り消すべき売上高及び売上原価の

金額が算定できないことから、四半期連結損益計算書について特段の修正は行っていないが、四半期連

結損益計算書における売上高 8,664百万円及び売上原価 5,692百万円を構成する着信課金サービス事

業の売上高 2,326 百万円及び売上原価 1,807 百万円には、上記のような正常ではない取引に基づくもの

が含まれている可能性がある旨の注記を行っている。 

当監査法人においても、独立調査委員会の答申書の閲覧、契約内容及び判例に関する法的側面から

の検討、通話記録のデータ分析の再実施、関係者へのヒアリング等を実施し、SDI の着信課金サービス事

業の利益を過年度に遡って取り消す必要はないとした会社の論拠を確認した。しかし、いわゆる「通信の

秘密」の制約もあり、キャリア及び代理店から入手できるデータや情報にも限りがあること、最も事情を知る

SDIの役員が勾留中であり、直接のヒアリングができていないこと、そのような事情も相俟って異常なデータ

を検出したとしても、「機械呼」と断定することが困難であることから、着信課金サービス事業の収益及び費

用の表示の妥当性、すなわち、正常な企業活動における稼得収益及び費用の範疇として、収益及び費

用を売上高及び売上原価に表示し、もって営業損益計算に含めることの妥当性について、結論の表明の

基礎となる証拠を入手することができなかった。 

したがって、当監査法人は、四半期連結損益計算書の売上高及び売上原価を構成する着信課金サー

ビス事業の売上高及び売上原価の表示に修正が必要となるかどうかについて判断することができなかっ

た。この影響は、着信課金サービス事業の売上高及び売上原価並びにこれらに付随する項目に限定され

ており、当該影響を除外すれば、四半期連結財務諸表は、株式会社ソフィアホールディングス及び連結

子会社の 2021 年 12 月 31 日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経

営成績を、適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。したが

って、四半期連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響は重要であるが広範ではない。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半

期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を

果たしている。当監査法人は、限定付結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

（13）第 4７期（202２年３月期）有価証券報告書の監査報告書 

受領した第 47期（2021 年３月期）の連結財務諸表に係る監査報告書の限定付適正意見の根拠は以下

（原文抜粋）のとおりです 

「追加情報」に記載されているとおり、会社は、2022 年６月８日に、連結子会社であるソフィアデジタル株



15 

 

式会社（以下「SDI」という。）の役員２名が組織犯罪処罰法違反（組織的詐欺）などの疑いで逮捕されたこ

とを受け、2022 年６月 17 日に、外部の弁護士及び公認会計士からなる独立調査委員会を設置し、事実

関係の調査等を進めてきた。報道によれば、逮捕容疑は、かけ放題プランを利用した「機械呼」によるアク

セスチャージを、キャリア、SDI、代理店で分配していたとするものであり、仮にこのような「機械呼」が認定さ

れた場合には、当該取引により得た利益の返還の要否が会計上の論点になると考えられた。しかし、2022

年８月 12日に、独立調査委員会から答申書を受領し、SDIの着信課金サービス事業において、実際に架

電があり通信接続の事実がキャリア及び代理店ともに否定されておらず、かつ既に対価を受領しているこ

とに加え、キャリアと SDI との法律関係においても対価の返還義務が特段認められないと認定されたことを

踏まえ、会社は、当該事業に係る利益については過年度に遡って取り消す必要はないと判断している。一

方で、通話記録のデータ分析の結果、長時間通話や多頻度通話、連続した発信番号からの通話といった

異常ともいえる極端な傾向を持つデータが多く検出されている。会社は、異常なデータは検出されている

ものの、「機械呼」と断定するまでには至っておらず、また、具体的に取り消すべき売上高及び売上原価の

金額が算定できないことから、連結損益計算書について特段の修正は行っていないが、連結損益計算書

における売上高 11,783 百万円及び売上原価 7,777 百万円を構成する着信課金サービス事業の売上高

3,295 百万円及び売上原価 2,561 百万円には、上記のような正常ではない取引に基づくものが含まれて

いる可能性がある旨の注記を行っている。 

当監査法人においても、独立調査委員会の答申書の閲覧、契約内容及び判例に関する法的側面から

の検討、通話記録のデータ分析の再実施、関係者へのヒアリング等を実施し、SDI の着信課金サービス事

業の利益を過年度に遡って取り消す必要はないとした会社の論拠を確認した。しかし、いわゆる「通信の

秘密」の制約もあり、キャリア及び代理店から入手できるデータや情報にも限りがあること、最も事情を知る

SDIの役員が勾留中であり、直接のヒアリングができていないこと、そのような事情も相俟って異常なデータ

を検出したとしても、「機械呼」と断定することが困難であることから、着信課金サービス事業の収益及び費

用の表示の妥当性、すなわち、正常な企業活動における稼得収益及び費用の範疇として、収益及び費

用を売上高及び売上原価に表示し、もって営業損益計算に含めることの妥当性について、十分かつ適切

な監査証拠を入手することができなかった。 

したがって、当監査法人は、連結損益計算書の売上高及び売上原価を構成する着信課金サービス事

業の売上高及び売上原価の表示に修正が必要となるかどうかについて判断することができなかった。この

影響は、着信課金サービス事業の売上高及び売上原価並びにこれらに付随する項目に限定されており、

当該影響を除外すれば、連結財務諸表は、株式会社ソフィアホールディングス及び連結子会社の 2022

年３月 31 日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況を、全ての重要な点において適正に表示している。したがって、連結財務諸表に及ぼす可能性

のある影響は重要であるが広範ではない。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。

当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、限定付適正意見表明の基

礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
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（14）第 48期（2023年３月期）第１四半期報告書の四半期レビュー報告書 

受領した第 48期（2023年３月期）第１四半期の連結財務諸表に係る四半期レビュー報告書の限定付結

論の根拠は以下（原文抜粋）のとおりです。 

「追加情報」に記載されているとおり、会社は、2022 年６月８日に、連結子会社であるソフィアデジタル株

式会社（以下「SDI」という。）の役員２名が組織犯罪処罰法違反（組織的詐欺）などの疑いで逮捕されたこ

とを受け、2022 年６月 17 日に、外部の弁護士及び公認会計士からなる独立調査委員会を設置し、事実

関係の調査等を進めてきた。報道によれば、逮捕容疑は、かけ放題プランを利用した「機械呼」によるアク

セスチャージを、キャリア、SDI、代理店で分配していたとするものであり、仮にこのような「機械呼」が認定さ

れた場合には、当該取引により得た利益の返還の要否が会計上の論点になると考えられた。しかし、2022

年８月 12 日に、独立調査委員会から答申書を受領し、SDIの着信課金サービス事業において、実際に架

電があり通信接続の事実がキャリア及び代理店ともに否定されておらず、かつ既に対価を受領しているこ

とに加え、キャリアと SDI との法律関係においても対価の返還義務が特段認められないと認定されたことを

踏まえ、会社は、当該事業に係る利益については過年度に遡って取り消す必要はないと判断している。一

方で、通話記録のデータ分析の結果、長時間通話や多頻度通話、連続した発信番号からの通話といった

異常ともいえる極端な傾向を持つデータが多く検出されている。会社は、異常なデータは検出されている

ものの、「機械呼」と断定するまでには至っておらず、また、具体的に取り消すべき売上高及び売上原価の

金額が算定できないことから、四半期連結損益計算書について特段の修正は行っていないが、四半期連

結損益計算書における売上高 2,802百万円及び売上原価 1,846百万円を構成する着信課金サービス事

業の売上高 705 百万円及び売上原価 549 百万円には、上記のような正常ではない取引に基づくものが

含まれている可能性がある旨の注記を行っている。 

当監査法人においても、独立調査委員会の答申書の閲覧、契約内容及び判例に関する法的側面から

の検討、通話記録のデータ分析の再実施、関係者へのヒアリング等を実施し、SDI の着信課金サービス事

業の利益を過年度に遡って取り消す必要はないとした会社の論拠を確認した。しかし、いわゆる「通信の

秘密」の制約もあり、キャリア及び代理店から入手できるデータや情報にも限りがあること、最も事情を知る

SDIの役員が勾留中であり、直接のヒアリングができていないこと、そのような事情も相俟って異常なデータ

を検出したとしても、「機械呼」と断定することが困難であることから、着信課金サービス事業の収益及び費

用の表示の妥当性、すなわち、正常な企業活動における稼得収益及び費用の範疇として、収益及び費

用を売上高及び売上原価に表示し、もって営業損益計算に含めることの妥当性について、結論の表明の

基礎となる証拠を入手することができなかった。 

したがって、当監査法人は、四半期連結損益計算書の売上高及び売上原価を構成する着信課金サー

ビス事業の売上高及び売上原価の表示に修正が必要となるかどうかについて判断することができなかっ

た。この影響は、着信課金サービス事業の売上高及び売上原価並びにこれらに付随する項目に限定され

ており、当該影響を除外すれば、四半期連結財務諸表は、株式会社ソフィアホールディングス及び連結

子会社の 2022 年６月 30 日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営

成績を、適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。したがっ

て、四半期連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響は重要であるが広範ではない。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半
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期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を

果たしている。当監査法人は、限定付結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

 

３．監査報告書及び四半期レビュー報告書の受領日 

2022年８月 15日 

 

4. 今後の対応 

当社としましては、限定付監査意見に至った事由を重く受け止め、再発防止に向けた取り組みを行うととも

に、第 48期（2023年３月期）第２四半期以降の四半期レビュー及び年度監査に協力してまいります。 

 

株主及び投資家の皆様をはじめ、関係者の皆様に多大なるご迷惑とご心配をおかけいたしますことを深く

お詫び申し上げます。 

以上 

 

 


